別記様式第１号（第２条第１項関係）
食品等流通合理化計画に係る認定申請書

　年　月　日　
地方農政局長　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個人の場合は氏名）
　食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律第５条第１項の規定に基づき、下記の食品等流通合理化計画について認定を受けたいので申請します。

（記載上の注意）

１．提出先は、食品等流通合理化事業において整備する施設等（運転資金がある場合には主たる事務所を含む。）の所在地を管轄する地方農政局長とし、当該施設等が複数の地方農政局の管内又は北海道に所在する場合にあっては農林水産大臣、沖縄県に所在する場合にあっては沖縄総合事務局長とすること。
ただし、施設等の整備を伴わない場合又は海外において食品等流通合理化事業を実施する場合にあっては、主たる事務所の所在地を管轄する地方農政局長（当該所在地が北海道である場合にあっては農林水産大臣、沖縄県である場合には沖縄総合事務局長）とする。
２．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。
３．共同申請者がいる場合には、行を増やして全ての申請者が記名押印すること。
４．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

　
記

１　申請者の概要

①　法人等の名称又は氏名：
　②　住所：
　③　法人の場合はその代表者の氏名：
　④　連絡先（電話番号）：
（ＦＡＸ番号）：

（メールアドレス）：

（担当者名）：

⑤　資本金の額又は出資の総額：　　（　年　月　日時点）
　⑥　従業員数又は組合員数：　　　（　年　月　日時点）
　⑦　業種：
　⑧　決算月：

（記載上の注意）共同申請者がいる場合には、行を増やして全ての申請者について同様の内容を記載すること。
２　食品等流通合理化事業の目標

（記載上の注意）食品等流通合理化事業を実施しようとする背景となる事情、食品等流通合理化事業の実施により実現を目指す姿、目標数値等を定量的又は定性的に記載する。
３　食品等流通合理化事業の内容及び実施時期
（１）食品等流通合理化事業の内容
【講ずる措置の類型】

　　□　流通の効率化（イ）　　　　　　　　　□　品質管理及び衛生管理の高度化（ロ）
　　□　情報通信技術その他の技術の利用（ハ）□　国内外の需要への対応（ニ）

　　□　その他食品等の流通の合理化のために必要な措置（ホ）

（記載上の注意）該当する「講ずる措置の類型」にチェックを入れた上で（複数可）、具体的な取組の内容を記載する。
（２）食品等流通合理化事業の実施時期
　　　　　　年　月　日～　　　年　月　日　

（記載上の注意）食品等流通合理化事業の目標を達成するまでの計画期間を記載する。

（３）食品等流通合理化事業を実施する事業所又は卸売市場の概要（複数の場合は、それぞれについて記載する。）

　　①　事業所又は卸売市場の名称：

　②　所在地：

　　③　事業開始（開設）年月日：

　　④　事業内容：
（４）食品等流通合理化事業を実施するために必要な投資
	実施者
	年度
	施設等の種類
	施設等の規模・能力等

（㎡、台、一式等）
	事　業　費

（千円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（記載上の注意）「施設等の種類」の欄は、施設、設備、土地、出資その他の食品等流通合理化事業の実施に必要な投資（運転資金を除く。）を記載すること。
４　食品等流通合理化事業を実施するために必要な資金の額及びその調達方法

	年度
	実施者
	使途
	必要な資金の額

（千円）
	調　　　　　達　　　　　方　　　　　法　　　　
（千円）

	
	
	
	
	公庫
	支援

機構
	その他の金融機関
	自己
資金
	その他
	計
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（記載上の注意）
１．「使途」の欄は、３の（４）に記載した施設等の種類又は運転資金を記載すること。
２．「調達方法」の欄は、該当する金融機関等について記載すること。
３．「公庫」の欄は、株式会社日本政策金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫の資金の金額を記載すること。また、借入れを予定する資金の内容に応じ、別紙１から別紙３までのいずれかを添付すること。
４．「支援機構」の欄は、株式会社農林漁業成長産業化支援機構又は法第９条第２号に規定する支援対象食品等流通合理化事業支援団体からの出資又は資金の貸付けの金額を記載すること。また、支援機構又は支援対象食品等流通合理化事業支援団体の名称を併記すること。
５．「その他の金融機関」の欄は、金融機関名を併記すること。
６．「その他」の欄は、補助金等の調達額について、それぞれ調達先の名称及び金額の内訳を記載すること。
７．法第８条第１項の規定による株式会社日本政策金融公庫の債務保証又は法第17条第１号の規定による食品等流通合理化促進機構の債務保証を受ける予定がある場合には、その旨及び借入先金融機関名を「備考」の欄に記載すること。
５　食品等流通合理化事業による食品等の流通の合理化が農林漁業の成長発展及び一般消費者の利益の増進に寄与する程度
　（記載上の注意）食品等流通合理化事業により実現される食品等の流通の合理化（食品等の流通の経費の削減又は食品等の価値の向上若しくは新たな需要の開拓）が、どのように農林漁業の成長発展及び一般消費者の利益の増進に寄与するのかを定量的又は定性的に記載する。

